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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第154期
第1四半期

連結累計期間

第155期
第1四半期

連結累計期間
第154期

会計期間
自 平成26年4月 1日
至 平成26年6月30日

自 平成27年4月 1日
至 平成27年6月30日

自 平成26年4月 1日
至 平成27年3月31日

売上高 (百万円) 229,307 251,222 974,885

経常利益 (百万円) 20,409 27,616 91,002

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 14,091 17,837 61,962

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 14,329 25,744 121,393

純資産額 (百万円) 389,754 505,175 481,859

総資産額 (百万円) 997,698 1,150,251 1,129,164

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 26.07 32.95 114.56

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 26.04 32.92 114.42

自己資本比率 (％) 36.9 41.8 40.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 14,334 34,126 67,709

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,883 △4,787 △46,335

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,925 △11,766 △8,304

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 167,098 202,960 184,374

(注) 1 当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

2 売上高には、消費税等は含まれていません。

3 「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年9月13日)第39項に掲げられた定め等を適用

し、当第1四半期連結累計期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」

としています。

２ 【事業の内容】

当第1四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、関係会社の異動は次のとおりです。

(連結子会社)

株式譲渡による減少：NSKテクノロジー㈱

　 NSKテクノロジー台湾社

　 NSKテクノロジー韓国社
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第1四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要

な変更があった事項は次のとおりです。見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」の項目番号に対応しています。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものです。

　(14) 訴訟対応

米国及びカナダにおいて、原告である軸受製品等の購入者等の代表者等から、当社並びに当社の米国及

びカナダ等の子会社を含む被告らに対して複数の集団訴訟等が提起されています。原告は、被告らが共謀

して、これらの国において軸受製品等の取引に関する競争を制限した等と主張し、被告らに対して損害賠

償、対象行為の差止め等を請求しています。

当社並びに当社の米国及びカナダ等の子会社としましては、原告による請求に対して、正当性を主張し

て争っていく所存です。

また、当社又は当社の子会社若しくは関係会社は、上記訴訟と同種又は類似の訴訟等を今後提起される

可能性があります。

上記訴訟等の結果として、今後、損害賠償金等による損失が発生する可能性がありますが、現時点では

その金額を合理的に見積ることは困難であり、当社の経営成績等に与える影響は明らかではありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成27年4月21日開催の臨時取締役会において、当社の100％子会社であるNSKテクノロジー株式会社

の株式を、株式会社ブイ・テクノロジーに譲渡することを決議し、同日に株式譲渡契約を締結、平成27年6月1日

に譲渡しました。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当社グループは、平成28年の創立100周年に向け、「売上高1兆円を支える企業基盤の確立」をビジョンとする3

年間の中期経営計画に平成25年4月より取り組んでいます。事業戦略としては「収益重視の成長」、経営基盤の強

化に向けては「1兆円の物量を回す管理能力の構築」を推進しています。

当第1四半期連結累計期間の世界経済を概観すると、日本経済は原油価格下落の影響や政府・日銀による各種

政策効果もあり、緩やかな回復基調が続きました。米国経済は個人消費を中心に堅調に推移しました。欧州で

は、ユーロ圏を中心に景気の持ち直し傾向が続きました。一方、中国の景気は緩やかに減速し、アセアンでは総

じて景気の足踏み状態が続きました。

このような経済環境下、当第1四半期連結累計期間の売上高は2,512億22百万円と前年同期に比べて9.6％の増

収となりました。営業利益は260億60百万円(前年同期比+27.8％)、経常利益は276億16百万円(前年同期比+35.3

％)となりました。税金費用、非支配株主利益等を控除した結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は178億37

百万円と前年同期に比べて26.6％の増益となりました。

当社グループのセグメントごとの市場環境と業績は次のとおりです。
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① 産業機械事業

産業機械関連需要は、世界全体で緩やかな回復傾向が続いています。地域別にみると、日本では、工作機械向

けや半導体向けを中心に増収となりました。米州は一般機械向けの売上高が増加しました。欧州においては、風

力発電向けが引き続き好調に推移したものの、アフターマーケット向けで減収となりました。中国では、家電向

けは減少しましたが、工作機械向けや風力発電向けなどで増収となりました。その他アジアでは、アフターマー

ケット向けを中心に売上高が増加しました。

この結果、産業機械事業の売上高は702億85百万円(前年同期比+6.9％)、営業利益は93億84百万円(前年同期比

+25.1％)となりました。

　

② 自動車事業

自動車市場は、中国の自動車販売は減少に転じましたが、北米市場が堅調に推移し、グローバルには緩やかな

成長が続きました。地域別にみると、日本では、トランスミッション向け製品を中心に増収となりました。米州

は北米市場が堅調に推移し電動パワーステアリング(ＥＰＳ)の売上高が増加しました。欧州は自動車市場の緩や

かな回復が続き増収となりました。中国では、日系向けの売上高が増加しました。その他アジアにおいては、各

国の市場にばらつきがありましたがＥＰＳを中心に増収となりました。

この結果、自動車事業の売上高は1,735億42百万円(前年同期比+12.3％)、営業利益は178億6百万円(前年同期

比+28.5％)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

資産合計は1兆1,502億51百万円となり、前連結会計年度末に比べて210億87百万円増加しました。主な増加は

有価証券149億51百万円、製品45億71百万円、有形固定資産32億25百万円です。

負債合計は6,450億76百万円となり、前連結会計年度末に比べて22億28百万円減少しました。

純資産合計は5,051億75百万円となり、前連結会計年度末に比べて233億15百万円増加しました。主な増加は親

会社株主に帰属する四半期純利益178億37百万円、為替換算調整勘定58億81百万円です。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第1四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は2,029億60百万円となり、前連結会計年度末に比べ

て185億86百万円の増加となりました。また、前年同期末に比べて358億61百万円の増加となりました。

　

当第1四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により得られたキャッシュ・フローは、前年同期に比べて197億91百万円増加し、341億26百万円の収

入となりました。主な収入の内訳は、税金等調整前四半期純利益276億16百万円、減価償却費101億99百万円であ

り、一方で主な支出の内訳は、法人税等の支払額55億53百万円です。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、前年同期に比べて40億96百万円減少し、47億87百万円の支出と

なりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動に使用されたキャッシュ・フローは、前年同期に比べて48億41百万円増加し、117億66百万円の支出

となりました。主な内訳は、配当金の支払額85億26百万円、非支配株主への配当金の支払額25億71百万円です。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はあり

ません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

(会社法施行規則第118条第3号に掲げる事項)は次のとおりです。

　

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

当社グループは、株主・投資家、顧客、国内外の製造・販売会社、地域社会、従業員等の様々なステークホル

ダーとの相互関係に基づき成り立っています。当社は、当社グループの使命は、社会・環境・経済の全ての面に

おいてバランスのとれた経営を行い、全てのステークホルダーに対する社会的責任を果たすと同時に、本業に徹

することにより当社グループの企業価値を増大させることであると考えています。

当社は、資本市場に公開された株式会社であるため、当社に対して投資をしていただいている株主の皆様に

は、当社のかかる考えにご賛同いただいた上で、そのご判断により当社の経営を当社経営陣に対して委ねていた

だいているものと理解しています。かかる理解のもと、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者

の在り方についても、最終的には、株主の皆様のご判断によるべきであると考えています。従いまして、当社株

式の大量の買付行為がなされた場合にそれに応じるべきか否かは、最終的には株主の皆様のご判断に委ねられる

べきであると考えます。

しかしながら、近年のわが国の資本市場の状況を考慮すると、対象となる企業の株主の皆様及び投資家の皆様

に対する必要十分な情報開示や熟慮のための機会が与えられることなく、あるいは対象となる企業の取締役会が

意見表明を行い、代替案を提示するための情報や時間が提供されずに、突如として、株式の大量の買付行為が強

行される可能性も否定できません。このような株式の大量の買付行為の中には、真摯に合理的な経営を行う意思

が認められないもの等、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を毀損する買付行為もあり得ます。

かかる当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を毀損する当社株式の大量の買付行為を行う者は、当

社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組みの概要

（イ）中期経営計画等による企業価値向上への取り組み

当社グループは、平成25年4月よりあらたに平成28年3月期までの中期経営計画をスタートさせました。かかる

中期経営計画では、平成28年の創立100周年に向け、売上高1兆円とそれを支える経営基盤の確立を目指し「1兆

円を支える企業基盤の確立」を中期ビジョンとして掲げました。そして、「安全・品質・コンプライアンス」と

いう基礎の上に、従来から取り組んでまいりました「成長戦略」と「体質強化」を一歩進め、「収益重視の成長」

と「1兆円の物量を回す管理能力の構築」を目指すことにより、事業環境の大きな変化の中での次なる成長に向

けた事業戦略と経営基盤の強化を図ってまいります。

また、中期ビジョンの達成に向けて、

「収益重視の成長」の施策として

・新興国での成長

・顧客戦略、セクター戦略強化

・生産力、技術開発力強化

・戦略的提携

「1兆円の物量を回す管理能力の構築」の施策として

・ガバナンス充実、コンプライアンス強化

・事業構造改革

・グローバルマネジメントの進化

の7つの経営課題を推進してまいります。

　また、当社は、事業を通じて世界中のエネルギーロスを削減することが当社グループの社会的責任と捉え、地

球環境の保全と社会の持続可能な発展に向けて貢献すべく環境経営のレベルアップを着実に推進し、様々なステ
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ークホルダーとの信頼関係構築に努めています。

（ロ）コーポレート・ガバナンスに関する取り組み

当社は、社会的責任を果たし、企業としての適切な利益を確保し続け、企業価値ひいては株主の皆様の共同の

利益を確保・向上させるために、経営の透明性と健全性を高めていく具体的な体制を積極的に採用しています。

平成11年には、当社は執行役員制度を導入の上、社外取締役を招聘し、任意に報酬委員会を設置しました。ま

た、平成15年には、任意に監査委員会を設置しています。そして、平成16年には委員会等設置会社に移行し、平

成18年には会社法に基づく委員会設置会社、さらに平成27年の会社法改正に伴い指名委員会等設置会社となって

います。監査・報酬・指名の3つの委員会は、それぞれ2名の社外取締役と1名の社内取締役で構成され、透明性

と健全性の向上に大きな役割を果たしています。

なお、当社の社外取締役については4名全員を独立役員として東京証券取引所に届け出ています。

また、コーポレートガバナンス・コードにも適切に対応し、当社グループ全体のガバナンス体制の更なる充実

を継続して図っていきます。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取り組みの概要

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第118条

第3号柱書に規定されるものをいい、以下「基本方針」といいます。）に照らして不適切な者によって当社の財務

及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組み（同規則第118条第3号ロ(2)）として、平成

20年6月25日開催の当社定時株主総会において、当社株式の大量買付行為に関する対応策を導入し、その後3年の

有効期間が満了するに当たり、平成23年6月24日開催の当社定時株主総会において株主の皆様のご賛同を得て、

当社株式の大量買付行為に関する対応策（以下「旧プラン」といいます。）を継続しました。旧プランは、平成

26年6月25日開催の当社定時株主総会終結の時をもって有効期間が満了することから、当社は、社会・経済情勢

の変化、買収防衛策をめぐる種々の議論、法令の改正等を踏まえ、買収防衛策を継続するか否かについて検討を

続けてまいりました。

その結果、平成26年5月23日開催の当社取締役会において、当社定款第35条に基づき、同年6月25日開催の当社

定時株主総会において株主の皆様のご賛同を得て承認可決されることを条件として、旧プランから継続して、当

社株式の大量買付行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます。）を導入することを決議し、同株主総会

において承認され、本プランが導入されました。

（イ）本プランの対象となる大量買付行為

本プランは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為（市場

取引、公開買付けその他具体的な買付方法の如何を問いません。以下同じとします。）、または結果として特定株

主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為を適用対象とします。但し、あらかじめ当社取

締役会が同意した買付行為は、本プランの適用対象からは除外します。なお、本プランの適用を受ける買付行為

を以下「大量買付行為」といい、大量買付行為を行いまたは行おうとする者を以下「大量買付者」といいます。

（ロ）大量買付ルールの設定

ⅰ．意向表明書の事前提出

大量買付者には、大量買付行為の実行に先立ち、当社代表執行役社長宛に、本プランに定められた所定の手続

（以下「大量買付ルール」といいます。）に従う旨の誓約等を日本語で記載した意向表明書をご提出いただきま

す。

ⅱ．本必要情報の提供

当社取締役会は、上記ⅰ．の意向表明書受領後10営業日（初日不算入）以内に、大量買付者から提供していた
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だくべき、大量買付行為に対する株主の皆様のご判断及び当社取締役会の評価・検討等のために必要かつ十分な

情報（以下「本必要情報」といいます。）を記載したリスト(以下「本必要情報リスト」といいます。)を当該大

量買付者に対して交付します。大量買付者には、当社代表執行役社長宛に、本必要情報リストに従って十分な情

報を提供していただきます。

次いで、当社取締役会は、大量買付者から提供された情報を精査し、必要に応じて当社取締役会から独立した

第三者（財務アドバイザー、公認会計士、弁護士、その他の専門家を含みます。以下「外部専門家等」といいま

す。）の助言を受けた上で、当該情報だけでは本必要情報として不十分であると合理的に判断する場合には、大

量買付者に対して追加的に情報提供を求めることができるものとし、大量買付者から追加的に受領した情報につ

いても同様とします。

ⅲ．取締役会による評価期間の設定等

当社取締役会は、本必要情報の提供が完了した後、必要に応じて外部専門家等の助言を受けた上で、大量買付

行為の内容に応じて最長60日間または最長90日間（いずれの場合も初日不算入）を当社取締役会による評価、検

討、交渉、意見形成、代替案作成のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として設定します。

但し、当社取締役会が、当初設定した取締役会評価期間内に当社取締役会としての意見をとりまとめることがで

きないことについてやむを得ない事由がある場合には、当社取締役会は、必要に応じて外部専門家等の助言を受

けた上で、当社取締役全員が出席する取締役会の全会一致の決議により、取締役会評価期間を合理的に必要な範

囲内で、最長30日間（初日不算入）延長できるものとします（なお、当該延長は原則として一度に限るものとし

ます。）。

大量買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。

取締役会評価期間中、当社取締役会は、必要に応じて外部専門家等の助言を受けながら、大量買付者から提供

された情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上の観点から、

当社取締役会としての意見をとりまとめ、公表します。また、必要に応じ、大量買付者との間で大量買付行為に

関する条件改善について交渉し、また当社取締役会として当社株主の皆様に対し代替案を提示することもありま

す。

（ハ）対抗措置の発動

大量買付者が大量買付ルールを遵守した場合、当社取締役会は、仮に当該大量買付行為に反対であったとして

も、反対意見の表明、代替案の提示、株主の皆様への説明等を行うことはあり得るものの、原則として、当該大

量買付行為に対する対抗措置は発動しません。

但し、当該大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれがあると合

理的に認められる場合には、取締役会評価期間満了後に、株主総会を開催し、大量買付行為に対し、対抗措置を

発動すべきか否かを株主の皆様のご判断に委ねることができるものとします。

また、当社取締役会は、大量買付者がいわゆるグリーンメイラーである場合、大量買付者の提案する買収の方

法が、いわゆる強圧的二段階買付けに代表される、構造上株主の皆様の判断の機会または自由を制約し、事実

上、株主の皆様に当社株券等の売却を強要するおそれがある場合等、大量買付行為が一定の類型に該当し、当社

の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なうものであると合理的に認められる場合には、例外的

に対抗措置を発動することがあります。
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これに対して、大量買付者が大量買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、

当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上することを目的として、対抗措置を発動

する場合があります。大量買付者が大量買付ルールを遵守したか否か及び対抗措置の発動の是非は、外部専門家

等の助言を受けた上で、当社取締役会が合理的に判断し、決議します。

但し、当社取締役会が、株主の皆様のご意思を確認することが実務上可能であり、かつ、当社取締役会が株主

の皆様のご意思を確認するために株主総会を開催し、対抗措置を発動することの是非について株主の皆様にご判

断いただくことが適切であると合理的に判断した場合には、取締役会評価期間満了後に、株主総会を開催し、大

量買付行為に対し、対抗措置を発動することの是非について株主の皆様のご判断に委ねるものとします。

なお、当社は、本プランにおける対抗措置として、原則として、新株予約権無償割当てを行います。

また、対抗措置発動にかかる当社取締役会の決議（株主総会の決議に基づく場合を除きます。）は、取締役全

員が出席する取締役会において、全会一致により行うものとします。

（ニ）株主意思の確認手続

当社取締役会は、上記（ハ）に記載のとおり、株主総会を開催し、対抗措置を発動することの是非について株

主の皆様にご判断いただく場合には、取締役会評価期間満了後に、法令及び当社定款の定めに従って、速やかに

株主総会を開催し、対抗措置を発動することの是非について株主の皆様のご判断に委ねるものとします。当社取

締役会は、取締役会評価期間満了後60日以内に株主総会を開催し、大量買付行為への対抗措置の発動に関する議

案を株主総会に上程するものとしますが、事務手続上の理由から60日以内に開催できない場合は、事務手続上可

能な最も早い日において開催するものとします。

株主総会を開催する場合には、大量買付者は、当該株主総会終結時まで、大量買付行為を開始してはならない

ものとします。

（ホ）本プランの有効期間

本プランの有効期間は、平成26年6月25日開催の当社定時株主総会終了後3年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会終結の時まで（平成29年6月に開催予定の定時株主総会終結の時まで）とし、以

降、本プランの継続（一部修正した上での継続を含みます。）については、3年ごとに定時株主総会の承認を得る

こととします。

なお、本プランの詳細につきましては、当社ウェブサイト（http://www.jp.nsk.com/investors/）に掲載して

います、平成26年5月23日付「当社株式の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続に関するお知らせ」

をご参照ください。

④ 上記②の取り組みについての取締役会の判断及びその理由

上記②の取り組みは、当社の中長期的な企業価値の向上のための基本的な取り組みの一環であり、当社の企業

価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させることを目的として実施しているものです。かかる取り組みを

通じて、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させることにより、上記①記載の当社の企業価

値ひいては株主の皆様の共同の利益を毀損する当社株式の大量の買付行為は困難になるものと考えられ、よっ

て、上記②の取り組みは、上記①の基本方針の実現に資するものであると考えています。

従いまして、上記②の取り組みは上記①の基本方針に沿うものであり、当社の株主の皆様の共同の利益を損な

うものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えています。
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⑤ 上記③の取り組みについての取締役会の判断及びその理由

上記③の取り組みは、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保・向上させることを目的とし

て、大量買付者に対して、当該大量買付者が実施しようとする大量買付行為に関する必要な情報の提供、及び、

その内容の評価・検討等に必要な期間の確保を求め、最終判断を行う当社株主の皆様が、株式の大量の買付行為

の提案の内容を十分に理解し、適切な判断（インフォームド・ジャッジメント）を行うことができるようにする

ために導入されるものです。また、上記③の取り組みにおいては、そのような情報提供と検討等の期間の確保の

要請に応じない大量買付者に対して取締役会決議により対抗措置を発動できることとするとともに、かかる要請

に応じた大量買付者であっても、当該大量買付者が実施しようとする大量買付行為が当社の企業価値ひいては株

主の皆様の共同の利益を著しく損なうおそれがあると合理的に認められる場合には、株主総会決議により対抗措

置を発動できる（但し、一定の類型に該当し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損なう

ものであると合理的に認められる場合には、取締役会決議により発動できます。）こととすることで、これらの

大量買付者による大量買付行為を防止するものであり、よって、上記①の基本方針に照らして不適切な者によっ

て当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組みです。さらに、上記③の取り組

みにおいては、大量買付者が大量買付ルールを遵守している場合において対抗措置を発動しようとする場合に

は、原則として、株主総会を開催して、対抗措置を発動することの是非について株主の皆様にご判断いただくこ

ととしており、また、大量買付者が大量買付ルールを遵守していない場合を含め、当社取締役会が対抗措置の発

動を決議する場合には、独立性のある社外取締役を含む取締役全員が出席する当社取締役会において、全会一致

により行うこととしており、当社取締役会の恣意的な判断を排し、上記③の取り組みの合理性及び公正性を確保

するための様々な制度及び手続が確保されているものです。

さらに、当社は、本プランの運用における取締役会の判断の恣意性を排除し、本プランの運用の合理性を確保

することを目的として、本プランの運用に関して取締役会が準拠すべき手続等を定めた「大量買付行為への対応

に関するガイドライン」（以下「ガイドライン」といいます。）を制定しています。ガイドラインの制定により、

大量買付ルールの適用、対抗措置の発動または不発動等に関する取締役会の判断の客観性が高まり、本プランの

運用につき十分な合理性が確保されることになります。

従いまして、上記③の取り組みは上記①の基本方針に沿うものであり、当社の株主の皆様の共同の利益を損な

うものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えています。
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(5) 研究開発活動

当第1四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、25億50百万円です。なお、研

究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,700,000,000

計 1,700,000,000

② 【発行済株式】

種類
第1四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年8月6日)

　 上場金融商品取引所名
　 又は登録認可金融商品
　 取引業協会名

内容

普通株式 551,268,104 551,268,104 東京証券取引所（市場第一部） 単元株式数は100株

計 551,268,104 551,268,104 ― ―

(注) 1 平成26年12月24日開催の取締役会決議により、平成27年4月1日付で単元株式数を1,000株から100株へ変更して

います。

2 「提出日現在発行数」には、平成27年8月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発

行された株式数は、含まれていません。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年4月 1日～
平成27年6月30日

－ 551,268 － 67,176 － 77,923

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

　 当第1四半期会計期間末日現在の[議決権の状況]については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

　 ることができないことから、直前の基準日(平成27年3月31日)に基づく株主名簿による記載をしています。

① 【発行済株式】

平成27年6月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

9,653,000 ―
単元株式数は

1,000株

(相互保有株式)
普通株式

654,000 ― 同上

完全議決権株式(その他) 普通株式 539,538,000 539,538 同上

単元未満株式 普通株式 1,423,104 ― ―

発行済株式総数 551,268,104 ― ―

総株主の議決権 ― 539,538 ―

(注) 1 「単元未満株式」欄には、当社の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれています。

自己保有株式 403株

相互保有株式 NSKワーナー㈱ 98株

八木工業㈱ (自己名義)

(他人名義)

864株

660株
2 平成26年12月24日開催の取締役会決議により、平成27年4月1日付で単元株式数を1,000株から100株へ変更し

ています。

② 【自己株式等】

平成27年6月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

日本精工㈱ 東京都品川区大崎一丁目6番3号 9,653,000 ― 9,653,000 1.75

(相互保有株式)

NSKワーナー㈱ 東京都品川区大崎一丁目6番3号 420,000 ― 420,000 0.07

井上軸受工業㈱
大阪府堺市美原区木材通二丁目
2番87号

200,000 ― 200,000 0.03

八木工業㈱ 群馬県高崎市倉賀野町3121番地 ― 34,000 34,000 0.00

計 ― 10,273,000 34,000 10,307,000 1.86

(注) 八木工業㈱は、日本精工取引先持株会(東京都品川区大崎一丁目6番3号)の会員であり、他人名義欄に記載され

ている株式は全て同持株会名義となっています。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

なお、四半期連結財務諸表規則第5条の2第2項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間(平成27年4月1日から平成27年6

月30日まで)及び第1四半期連結累計期間(平成27年4月1日から平成27年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(平成27年6月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 76,089 74,750

受取手形及び売掛金 189,635 191,252

有価証券 106,141 121,093

製品 74,060 78,631

仕掛品 45,363 42,851

原材料及び貯蔵品 22,746 23,003

その他 61,793 61,546

貸倒引当金 △2,674 △2,719

流動資産合計 573,157 590,410

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 84,999 85,624

機械装置及び運搬具（純額） 171,335 176,606

その他（純額） 78,561 75,891

有形固定資産合計 334,896 338,121

無形固定資産 11,791 11,628

投資その他の資産

投資有価証券 118,672 119,159

退職給付に係る資産 77,361 77,458

その他 13,664 13,853

貸倒引当金 △380 △380

投資その他の資産合計 209,319 210,090

固定資産合計 556,007 559,841

資産合計 1,129,164 1,150,251
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(平成27年6月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 137,900 142,101

短期借入金 116,909 121,284

未払法人税等 5,804 5,286

その他 78,823 71,248

流動負債合計 339,436 339,920

固定負債

社債 60,000 60,000

長期借入金 149,491 146,064

役員退職慰労引当金 1,674 1,453

環境対策引当金 179 180

退職給付に係る負債 40,059 39,903

その他 56,463 57,553

固定負債合計 307,867 305,155

負債合計 647,304 645,076

純資産の部

株主資本

資本金 67,176 67,176

資本剰余金 78,938 79,013

利益剰余金 252,667 270,504

自己株式 △4,083 △4,028

株主資本合計 394,699 412,666

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 44,438 46,493

為替換算調整勘定 7,592 13,474

退職給付に係る調整累計額 9,316 8,350

その他の包括利益累計額合計 61,347 68,317

新株予約権 252 264

非支配株主持分 25,560 23,926

純資産合計 481,859 505,175

負債純資産合計 1,129,164 1,150,251
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第1四半期連結累計期間
(自 平成26年4月 1日
　至 平成26年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成27年4月 1日
　至 平成27年6月30日)

売上高 229,307 251,222

売上原価 177,760 192,280

売上総利益 51,546 58,941

販売費及び一般管理費 31,151 32,881

営業利益 20,395 26,060

営業外収益

受取利息 205 167

受取配当金 815 969

持分法による投資利益 874 982

その他 632 1,388

営業外収益合計 2,527 3,508

営業外費用

支払利息 1,217 1,221

その他 1,295 730

営業外費用合計 2,513 1,951

経常利益 20,409 27,616

税金等調整前四半期純利益 20,409 27,616

法人税等 5,605 8,917

四半期純利益 14,804 18,699

非支配株主に帰属する四半期純利益 712 862

親会社株主に帰属する四半期純利益 14,091 17,837
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【四半期連結包括利益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第1四半期連結累計期間
(自 平成26年4月 1日
　至 平成26年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成27年4月 1日
　至 平成27年6月30日)

四半期純利益 14,804 18,699

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,081 2,065

為替換算調整勘定 △2,772 5,991

退職給付に係る調整額 363 △977

持分法適用会社に対する持分相当額 △146 △33

その他の包括利益合計 △474 7,045

四半期包括利益 14,329 25,744

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 13,800 24,807

非支配株主に係る四半期包括利益 529 937
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第1四半期連結累計期間
(自 平成26年4月 1日
　至 平成26年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成27年4月 1日
　至 平成27年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 20,409 27,616

減価償却費 9,088 10,199

のれん償却額 28 27

貸倒引当金の増減額（△は減少） △74 48

退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産
の増減額

△1,115 △1,802

受取利息及び受取配当金 △1,020 △1,137

支払利息 1,217 1,221

持分法による投資損益（△は益） △874 △982

売上債権の増減額（△は増加） △5,750 △3,348

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,501 △3,378

仕入債務の増減額（△は減少） 4,433 4,095

その他 14,110 6,523

小計 34,950 39,084

利息及び配当金の受取額 1,326 1,696

利息の支払額 △1,172 △1,100

独占禁止法関連損失の支払額 △9,103 －

法人税等の支払額 △11,666 △5,553

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,334 34,126

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △89 △57

有価証券の売却による収入 166 6

有形固定資産の取得による支出 △7,832 △10,727

有形固定資産の売却による収入 126 246

投資有価証券の取得による支出 △10 △10

投資有価証券の売却による収入 19 3,055

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却に
よる収入

－ 1,042

貸付けによる支出 △288 △3,000

貸付金の回収による収入 35 5,180

その他 △1,011 △522

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,883 △4,787

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △634 △332

長期借入れによる収入 4,889 －

長期借入金の返済による支出 △4,448 △342

自己株式の取得による支出 △6 △1

配当金の支払額 △4,771 △8,526

非支配株主への配当金の支払額 △2,009 △2,571

その他 56 8

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,925 △11,766

現金及び現金同等物に係る換算差額 △366 1,014

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,841 18,586

現金及び現金同等物の期首残高 168,940 184,374

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 167,098 ※1 202,960
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成27年4月1日 至 平成27年6月30日)

(1)連結の範囲の重要な変更

当第1四半期連結会計期間より次の3社を連結の範囲から除外しています。

　(株式譲渡による減少)

　 NSKテクノロジー㈱

　 NSKテクノロジー台湾社

　 NSKテクノロジー韓国社

(2)変更後の連結子会社数

90社

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成27年4月1日 至 平成27年6月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

　 (追加情報)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成27年4月1日 至 平成27年6月30日)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成25年9月13日)第39項に掲げられた定め等を適用

し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っています。当該表示

の変更を反映させるため、前第1四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連

結財務諸表の組替えを行っています。

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 偶発債務ほか

(1) 当社従業員の財形貸付融資に対する債務保証額

前連結会計年度
(平成27年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(平成27年6月30日)

4百万円 4百万円

(2) 連結会社以外の会社の金融機関借入等に対する債務保証額

前連結会計年度
(平成27年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(平成27年6月30日)

MSPインダスト
リーズ社

61百万円
MSPインダスト
リーズ社

―

(3) 手形債権信託契約に基づく債権譲渡高

前連結会計年度
(平成27年3月31日)

当第1四半期連結会計期間
(平成27年6月30日)

2,049百万円 2,115百万円
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(4) 訴訟事項等

(前連結会計年度)

当社及び当社の一部子会社は、その製品の取引に関して競争法違反の疑いがあるとして海外の関係当局による

調査等を受けており、当社グループは、これに対して全面的に協力しています。

また、米国及びカナダにおいて、原告である軸受製品等の購入者等の代表者等から、当社並びに当社の米国及

びカナダの子会社を含む被告らに対して複数の集団訴訟等が提起されています。原告は、被告らが共謀して、こ

れらの国において軸受製品等の取引に関する競争を制限した等と主張し、被告らに対して損害賠償、対象行為の

差止め等を請求しています。

当社並びに当社の米国及びカナダの子会社としましては、原告による請求に対して、正当性を主張して争って

いく所存です。

なお、当社又は当社の子会社若しくは関係会社は、上記訴訟と同種又は類似の訴訟等を今後提起される可能性

があります。

上記調査等及び訴訟等の結果として、今後、課徴金等による損失が発生する可能性がありますが、現時点では

その金額を合理的に見積ることは困難であり、当社の経営成績等に与える影響は明らかではありません。

(当第1四半期連結会計期間)

当社及び当社の一部子会社は、その製品の取引に関して競争法違反の疑いがあるとして海外の関係当局による

調査等を受けており、当社グループは、これに対して全面的に協力しています。

また、米国及びカナダにおいて、原告である軸受製品等の購入者等の代表者等から、当社並びに当社の米国及

びカナダ等の子会社を含む被告らに対して複数の集団訴訟等が提起されています。原告は、被告らが共謀して、

これらの国において軸受製品等の取引に関する競争を制限した等と主張し、被告らに対して損害賠償、対象行為

の差止め等を請求しています。

当社並びに当社の米国及びカナダ等の子会社としましては、原告による請求に対して、正当性を主張して争っ

ていく所存です。

なお、当社又は当社の子会社若しくは関係会社は、上記訴訟と同種又は類似の訴訟等を今後提起される可能性

があります。

上記調査等及び訴訟等の結果として、今後、課徴金等による損失が発生する可能性がありますが、現時点では

その金額を合理的に見積ることは困難であり、当社の経営成績等に与える影響は明らかではありません。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第1四半期連結累計期間
(自 平成26年4月 1日
至 平成26年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成27年4月 1日
至 平成27年6月30日)

現金及び預金勘定 65,569百万円 74,750百万円

預入期間が3か月を
超える定期預金

△2,545 △2,872

取得日から3か月以内に償還期限
の到来する有価証券

101,074 121,083

流動資産のその他勘定より
売掛債権等信託受益権

3,000 10,000

現金及び現金同等物 167,098 202,960
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(株主資本等関係)

前第1四半期連結累計期間(自 平成26年4月1日 至 平成26年6月30日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年5月23日
取締役会

普通株式 4,867 9.00 平成26年3月31日 平成26年6月4日 利益剰余金

当第1四半期連結累計期間(自 平成27年4月1日 至 平成27年6月30日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年5月22日
取締役会

普通株式 8,665 16.00 平成27年3月31日 平成27年6月3日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第1四半期連結累計期間(自 平成26年4月1日 至 平成26年6月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書

計上額
(注3)

産業機械 自動車 計

売上高

外部顧客への売上高 65,738 154,554 220,292 9,014 229,307 － 229,307

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － 6,650 6,650 △6,650 －

計 65,738 154,554 220,292 15,664 235,957 △6,650 229,307

セグメント利益 7,502 13,855 21,358 1,058 22,417 △2,021 20,395

(注) 1 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鋼球の製造・販売事業、機械設備

製造事業及び液晶パネル用露光装置などのシステム関連製品の製造・販売事業等を含んでいます。

2 セグメント利益の調整額△2,021百万円には、セグメント間取引消去87百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△2,109百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社

本社の総務部門等管理部門に係る費用です。

3 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

当第1四半期連結累計期間(自 平成27年4月1日 至 平成27年6月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書

計上額
(注3)

産業機械 自動車 計

売上高

外部顧客への売上高 70,285 173,542 243,827 7,395 251,222 － 251,222

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － 6,464 6,464 △6,464 －

計 70,285 173,542 243,827 13,859 257,687 △6,464 251,222

セグメント利益 9,384 17,806 27,190 1,123 28,313 △2,253 26,060

(注) 1 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鋼球の製造・販売事業及び機械設

備製造事業等を含んでいます。

2 セグメント利益の調整額△2,253百万円には、セグメント間取引消去79百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△2,333百万円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社

本社の総務部門等管理部門に係る費用です。

3 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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(１株当たり情報)

　

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりです。

項目
前第1四半期連結累計期間
(自 平成26年4月 1日
至 平成26年6月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 平成27年4月 1日
至 平成27年6月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 26円07銭 32円95銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額
(百万円)

14,091 17,837

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額 (百万円)

14,091 17,837

普通株式の期中平均株式数 (千株) 540,531 541,280

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 26円04銭 32円92銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額
(百万円)

－ －

普通株式増加数 (千株) 718 618
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要

該当事項はありません。 同左

２ 【その他】

(配当決議)

　

平成27年5月22日開催の取締役会において、第154期期末配当に関し次のとおり決議しました。

期末配当額 8,665,835,216円

１株当たり期末配当金 16円00銭

期末配当金支払開始日 平成27年6月3日

(注) 平成27年3月31日最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、支払いを行います。

(重要な訴訟事項等)

　

上記「１ [四半期連結財務諸表] [注記事項] (四半期連結貸借対照表関係) １ 偶発債務ほか (4) 訴訟事項等」

に記載のとおり、当社及び当社の一部子会社は、海外の関係当局による調査等を受けており、また、海外におい

て、複数の集団訴訟等の提起を受けています。

なお、当該訴訟等の結果として、今後、課徴金等による損失が発生する可能性がありますが、現時点ではその

金額を合理的に見積ることは困難であり、当社の経営成績等に与える影響は明らかではありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成27年8月6日

日本精工株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 原 勝 彦 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 阪 中 修 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 武 藤 太 一 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本精工株式会社

の平成27年4月1日から平成28年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間(平成27年4月1日から平成27年6月

30日まで)及び第1四半期連結累計期間(平成27年4月1日から平成27年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本精工株式会社及び連結子会社の平成27年6月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以 上

　

(注) 1 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しています。

2 XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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